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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 5,535,102 5,848,242 24,765,107

経常利益又は経常損失(△) (千円) △105,573 △24,050 202,265

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △91,591 △40,985 3,239

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △88,047 △43,384 17,414

純資産額 (千円) 3,194,302 3,200,462 3,263,320

総資産額 (千円) 12,645,838 13,389,614 12,581,784

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △23.52 △10.52 0.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.1 23.9 25.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第64期第１四半期連結累計期間及び第65期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要等を背景として、緩やかに持ち直しつつあ

ります。一方で、欧州債務問題の影響による世界景気の減速、歴史的な円高の長期化による企業収益の下

振れといった、景気の先行きにとっての懸念材料も多く抱えております。

管工機材業界におきましては、震災からの復興需要が発生しているほか、新設住宅着工戸数も前年を上

回る水準で堅調に推移しており、都市部を中心として需要は回復基調となっております。

このような状況のもと、需要回復の要請に対応するために、全国の販売ネットワークを活かし、営業所

併設のヤードを活用したタイムリーな商品供給を行いました。また、被災地において復興に寄与するよう

スムーズな商品供給に努めました。

以上の結果、連結売上高は5,848百万円（前年同期比5.7％増加）となり、売上総利益は1,058百万円

（前年同期比11.1％増加）となりました。

　販売費及び一般管理費は14百万円の増加となり、営業損失は22百万円（前年同期は113百万円の損失）

となりました。また、経常損失は24百万円（前年同期は105百万円の損失）となりました。以上の結果、法

人税等考慮後の四半期純損失は40百万円（前年同期は91百万円の損失）となりました。
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セグメントの業績を示すと次のとおりです。
　

　[管工機材]

当セグメントにおきましては、売上高は5,813百万円（前年同期比5.5％増加）、セグメント損失(営業

損失)は16百万円（前年同期は122百万円の損失）となりました。
　

　[その他]

当セグメントは、報告セグメントに含まれない事業セグメントで主に室内装飾の施工であり、売上高は

34百万円（前年同期比33.2％増加）、セグメント損失(営業損失)は５百万円(前年同期は９百万円の利

益)となりました。

　
管工機材の商品区分別状況は以下のとおりです。
　

　①　排水・汚水関連商品

当商品群は、ビルやマンションの排水・汚水配管に使用される商品が中心となります。前年後半より首

都圏を中心として建築需要が活発となり、その後も堅調に推移しております。中でも、ビルやマンション

の需要回復に伴って、排水鋳鉄管、耐火二層管が大きく増加し、当商品群の売上高は1,258百万円（前年同

期比10.7％増加）となりました。
　

　②　給湯・給水関連商品

当商品群は、戸建住宅や集合住宅の給湯・給水配管に使用されるものが中心となります。給水関連商材

は、インフラ整備の部材として利用されており、需要は安定的に推移しております。一部配管材料の減少

は見られたものの、鉄管類、銅管類の増加等により、当商品群の売上高は1,439百万円（前年同期比1.7％

増加）となりました。
　

　③　化成商品

当商品群は、戸建住宅や集合住宅の外溝部材が中心となります。震災により停滞していた工事の稼働や

復興関連等により、需要は好調に推移しております。前年に売上を大きく伸ばした影響もあって、今期に

入ってからは前年並みの実績で推移しており、当商品群の売上高は1,666百万円（前年同期比0.8％増

加）となりました。
　

　④　その他

当商品群は、継続して取り組んでいる住宅設備機器を含む商品群です。震災やタイの洪水により商品供

給が激減しましたが、その後の回復に伴って販売も増加傾向にあります。住宅設備機器に加えて、ここ数

年間取り組んでいる加工管についても着実に成果が出てきており、当商品群の売上高は1,449百万円（前

年同期比11.2％増加）となりました。
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(2) 財政状態の分析

　(資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて696百万円増加し、流動

資産合計で9,531百万円となりました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が450百万円、たな卸資産が

235百万円増加したこと等によるものです。

当第１四半期連結会計期間末の固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて111百万円増加し、固定

資産合計で3,858百万円となりました。この主な要因は、リース資産(有形固定資産及び無形固定資産)が

126百万円増加したこと等によるものです。

　
　(負債の部)

当第１四半期連結会計期間末の流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて835百万円増加し、流動

負債合計で7,960百万円となりました。この主な要因は、短期借入金が1,000百万円増加、１年内返済予定

の長期借入金が75百万円減少したこと等によるものです。

当第１四半期連結会計期間末の固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて35百万円増加し、固定負

債合計で2,228百万円となりました。この主な要因は、リース債務が98百万円増加、長期借入金が84百万円

減少したこと等によるものです。

　
　(純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて62百万円減少し、純資産合

計で3,200百万円となりました。この主な要因は、利益剰余金が60百万円減少したこと等によるものです。

　
　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
　
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,969,000 3,969,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であり
ます。

計 3,969,000 3,969,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 3,969,000 ― 646,494 ― 786,078

　

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年３月31日現在

区　　分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 74,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,894,200 38,942 ―

単元未満株式 普通株式 500 ― ―

発行済株式総数 3,969,000 ― ―

総株主の議決権 ― 38,942 ―

(注)  １ 「単元未満株式」の欄の株式数には当社所有の自己株式 32株が含まれております。

 ２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
クリエイト株式会社

大阪市西区阿波座一丁目
13-15

74,300 ― 74,300 1.87

計 ― 74,300 ― 74,300 1.87

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,178,346 1,216,469

受取手形及び売掛金 ※2
 5,227,353

※2
 5,678,169

商品及び製品 2,034,936 2,269,860

仕掛品 89,895 92,299

原材料及び貯蔵品 137,560 135,642

繰延税金資産 99,775 108,262

その他 141,019 94,487

貸倒引当金 △73,914 △63,999

流動資産合計 8,834,971 9,531,191

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 272,876 272,059

機械装置及び運搬具（純額） 11,372 11,119

土地 1,795,348 1,795,348

リース資産（純額） － 47,481

その他（純額） 32,536 35,111

有形固定資産合計 2,112,134 2,161,119

無形固定資産

リース資産 － 78,660

その他 52,017 41,821

無形固定資産合計 52,017 120,481

投資その他の資産

繰延税金資産 271,028 275,581

その他 1,453,784 1,457,176

貸倒引当金 △142,151 △155,937

投資その他の資産合計 1,582,660 1,576,821

固定資産合計 3,746,813 3,858,422

資産合計 12,581,784 13,389,614
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 5,469,717

※2
 5,441,372

短期借入金 － 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,093,060 1,017,847

未払法人税等 110,595 28,511

賞与引当金 139,466 211,397

リース債務 － 26,371

その他 311,928 234,705

流動負債合計 7,124,768 7,960,206

固定負債

長期借入金 1,233,802 1,149,304

退職給付引当金 580,072 583,886

役員退職慰労引当金 15,041 12,584

役員退職慰労未払金 179,000 175,000

リース債務 － 98,894

その他 185,778 209,276

固定負債合計 2,193,694 2,228,945

負債合計 9,318,463 10,189,152

純資産の部

株主資本

資本金 646,494 646,494

資本剰余金 803,217 803,217

利益剰余金 1,822,826 1,762,367

自己株式 △41,843 △41,843

株主資本合計 3,230,694 3,170,235

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 32,407 24,376

為替換算調整勘定 218 5,850

その他の包括利益累計額合計 32,626 30,226

純資産合計 3,263,320 3,200,462

負債純資産合計 12,581,784 13,389,614
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 5,535,102 5,848,242

売上原価 4,582,208 4,789,507

売上総利益 952,894 1,058,734

販売費及び一般管理費 1,066,238 1,081,135

営業損失（△） △113,343 △22,401

営業外収益

受取利息 60 234

受取配当金 677 895

不動産賃貸料 17,108 17,055

仕入割引 36,362 32,854

貸倒引当金戻入額 268 300

その他 7,680 7,673

営業外収益合計 62,157 59,013

営業外費用

支払利息 6,370 7,038

手形売却損 9,026 8,176

不動産賃貸原価 11,525 11,342

売上割引 13,724 12,215

デリバティブ評価損 3,343 3,739

その他 10,397 18,150

営業外費用合計 54,387 60,663

経常損失（△） △105,573 △24,050

特別利益

固定資産売却益 119 249

特別利益合計 119 249

特別損失

固定資産除却損 － 127

投資有価証券評価損 3,966 3,009

特別損失合計 3,966 3,137

税金等調整前四半期純損失（△） △109,420 △26,938

法人税等 △21,533 14,046

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △87,886 △40,985

少数株主利益 3,704 －

四半期純損失（△） △91,591 △40,985
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △87,886 △40,985

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,528 △8,031

為替換算調整勘定 1,366 5,631

その他の包括利益合計 △161 △2,399

四半期包括利益 △88,047 △43,384

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △92,436 △43,384

少数株主に係る四半期包括利益 4,388 －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　偶発債務

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

受取手形割引高 2,169,297千円 1,424,484千円

受取手形裏書譲渡高 185,106千円 162,319千円

手形債権流動化に伴う買戻義務 512,019千円 467,856千円

　

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が、四半期連結会計

期間末残高から除かれております。

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

受取手形 86,130千円 92,057千円

支払手形 799,826千円 677,155千円

　 　 　
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

減価償却費 17,399千円 21,589千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 19,473 5.00平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 19,473 5.00平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
 

合計
(注)２

管工機材 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,509,1545,509,15425,948 ― 5,535,102

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,509,1545,509,15425,948 ― 5,535,102

セグメント利益又は損失(△) △122,466△122,466 9,122 ― △113,343

(注)１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、室内装飾の施工を含んでおります。

　　２.セグメント利益又は損失の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失に計上した額は一致しております。

　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
 

合計
(注)２

管工機材 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,813,6765,813,67634,566 ― 5,848,242

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― 1,475 △1,475 ―

計 5,813,6765,813,67636,042 △1,475 5,848,242

セグメント損失(△) △16,884 △16,884 △5,516 ― △22,401

(注)１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、室内装飾の施工を含んでおります。

　　２.セグメント損失の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失に計上した額は一致しております。

　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

(1) １株当たり四半期純損失金額(△) △23円52銭 △10円52銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額(△)　　　　　　　(千円) △91,591 △40,985

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)　(千円) △91,591 △40,985

    普通株式の期中平均株式数　　　　　(株) 3,894,668 3,894,668

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　
　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月６日

クリエイト株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柏　　木　　　 忠 　    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    沖　　　　　　 聡 　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリ
エイト株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリエイト株式会社及び連結子会社の平成24
年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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